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商社とメーカーの貿易活動の消長
伊　東　克　已
　商杜斜陽論というようた問題が提出され，我が国の商事会杜が流通に果たし
て来た役割りに疑問が投げかけられてから，しぼらくにな乱その問に商杜が
各種の手段を構じて，あるいは構ずることを余儀なくせられて，相当な変貌を
遂げつつあることは斜陽論の当否をさておいても，事実といえよう。それら商
杜，特に綜合商杜の変貌は，再編成，系列化，事業部制，メーカー化，企業グ
ループのコオーディネーター・ロール，専門化，内販企業の設立，権限移譲に
よる能率化，マソモス化など，いろいろな形態を取り，いろいろな名称で呼ば
れているものである。こうした事実は我が国経済が商杜のあり方に強い影響を
及ぽすような方向にむかっており，商杜はこのようなすう勢に作用し作用さ
れていることを示めLている。そして経済のすう勢と商杜の変容とは，商杜の
組織や体制ばかりでなく，当然ではあるが・その活動の性格と量とにあらわれ
て来る。
　商杜は，国内的な機能を専門とするものを除いて，国内取引の他に貿易業務
を行たっており，貿易専門企業も少なくない。したがって，わが国の貿易活動
のうちに商杜が占める比率は，周知のようにきわめて高いのであるが・生産企
業がこの面に進出して来たために，一時ほどではなくなった。商杜の活動が貿
易活動の大宗を為していた時期をトレーディレグ時代と呼ぶならぱ・流通に生
産老の積極的な立場を認めたものという意味で，マーケティソグ時代が来てい
るとも言えよ㌦やがては，資本自由化が普遍的にたって来れぱ・貿易の形態
はグローバル・マーケティソグ時代と呼び得るものに発展するかとも思われ私
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しかしながら，現在の状況においては，貿易活動の大半は未だ商杜の手にあり，
貿易に対する議産業，諸企業の関心のひとつは，直接貿易の道をえらぶべきか，
商杜利用の間接貿易を取るべきか，という問題である。
　商杜とメーカーの貿易活動の近年における量的変化をここでは取り上げ，商
社論，直接貿易論などの資料の一端にしたいと考え，通産省の貿易業態統計の
一部を整理して見たいと思う。
貿易企業の増加
　ここ数年の間，製造企業の貿易活動への参加は着実に増加している。
（表の1）
製造企業数
前　　年　　比
商杜数　4，568
前　　年　　比
昭和39年　　昭和40年　　昭和41年
　1．695　　　　　　1．811　　　　　　2，050
　　　　　　＋　6．8％　　　十13．2％
　4．747　　　　　4．929　　　　　5，216
＋　3．9％　　　　十　3，8％　　　　十　5．8％
製造企業数の38年度を除いたのは，38年度までの統計では製造企業の数が独
立せず，「その他」の企業を含んでいるからで，39年度の「その他」企業数275
を製造業数に加え，38年度の「製造業その他」数1，897と比較するなら十3，8
劣の前年比を得乱ここ10年問における貿易企業数の商杜とメーカーの比は
　　　　　　　（表の2）　　　　　　昭和31年　　　昭和41年
　　　　　　　製造業その他　　　24．1％　　　30．8％
　　　　　　　商　杜75．9％69．2％
であって，約±7％の差を生じている。しかしたがら貿易活動の主流は依然と
して商杜にあるもののようである。貿易活動の規模は，企業数のみによっては
計ることができない。規模の目安としては貿易従業老数を見てみることがひと
つの方法である。
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（表の3）　　　　貿易従業老数
　　　　　　　　昭和38年
製　　造　　業
前　　年　　比
商　　　　　杜
前　　年　　比
昭和39年　　昭和40年　　昭和41年
　19．811　　　　　24．432　　　　　28，755
　　　　　　＋23．3％　　　　十17．7％
100．877　　　　　104．198　　　　107．929　　　　110，819
　　　　　＋3．3％　十3．6％　十2．9％
　昭和38年の空白を「表の1」と同じく製造業に「その他」まで含めて入れ
てみると18，6必人となり，39年の前年比は十16．9劣であ飢いま31年から
41年の10年間で，質易従業員の構成比がどうなったかを見ると・
（表の4）　　　　昭和31年　　昭和41年
製造業その他　　11．2％　　21．9劣
商杜88．8％78．1％
となる。昭和41年の21．9％の内訳は製造業20．2％，その他1．7劣である。
この10年聞に製造業者は全体の約10％，製造業自身の貿易力からいえば倍の
人員増加をなしとげたのである。
　次には輸出入取扱高についで考えてみよう。
（表の5）　　　輸出取扱高
　　　　　　　　昭和38年
製造業485，935
商杜1，734，965
昭和39年　　昭和40年　　昭和41年
　66G，334　　　　781．221　　1，064．100
1，998．261　　2，339．807　　2，785，167
　　　　　　　　　（単位百万円）
　昭和38年の輸出敢引高中において商杜は78，1％，メーカーは21．9％であ
ったが同4！年にはそれぞれ72．4％と27．6％とメーカーのこの面での進出が
見られる。これに対して輸入面では次に示めすとおり・原材料の直輸入化の僚
向があるにもかかわらず，取扱高のシェアは大差なく推移してい私
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　（表の6）　　　輸入取扱高
　　　　　　　　　　昭和38年　　昭和39年　　昭和40年　　昭和41年
　メーカー　436．634　520．037　586．765　641，707
　商杜1，893．1352，395．4202，657．5262，724，467
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位百万円）
　昭和38年の輸入高のうち商杜扱いは81．3劣で，メーカーその他が18．7劣，
同41年で，それぞれ80．9％と19．1％である。輸出輸入ともそれぞれ昭和31
年と昭和41年とを比較してみると，
（表の一）
製　　造　　業
杜
　輸出敢扱高
昭和31年　　昭和工1年
158．766　　　1，064．100
　　17％　　　　　27．6劣
775．081　　　2，785．167
　　83％　　　　　72，4劣
　　輸入取扱高
昭和31年　　昭和41年
　194．707　　　　641．707
　14．8％　　　　　19．1％
1， 22．047　　　2，724．467
　85．2％　　　　　80．9％
　　　　（単位百万円）
このようにたり，10年問では輸出ほどではないけれども輸入にもメーカーなど
の進出はあとずけられるのである。
　以上三種の主要な要素を，商杜とメーカーの貿易活動のシェアを表わすもの
として考え，相互にこれらを比較してみると，昭和41年において，メーカー
側から見て，企業数においてもっともパーセソテージが高く，輸入取扱高にお
いてもっともパーセソテージが低く，輸出取扱高が次に高く，従業員数が次に
低い。メーカーは小人数ながら貿易部門を持つものが増加し，その主要業務は
輸入よりも輸出に集中しており，それだげ輸出のメーカー取扱高は延びてい
る。
　商杜を特徴ずけるものとして，綜合商杜の世界に拡がる支店駐在員のネヅト・
ワークがある。そして，このネット・ワークこそは貿易において商杜を優位に
立たしめる要因のひとつと考えられるのであるが，メーカーが直接貿易を考慮
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する場合には，これにかわり得る在外機関を必要とするであろう。その他に，
メーカー貿易が優位を持つサービス，組立，修理などのための営業外事業所も
当然海外におかれることになろう。Lたがって在外事業所の活動につき調べて
みることにしよう。まず在外事業所を有する企業は，
（表の8）　　　　昭和38年　　昭和39年　　昭和40年　　昭和41年
商　　　　　杜　　　　256
製造業その他　　　1ユ9
　小　　　計　　　　　375
たいもの　5，786
　合　　　計　　　　6，161
　284　　　　　　　281　　　　　　　294
　157　　　　　　　　176　　　　　　　　182
　441　　　　　　　457　　　　　　　476
5．977　　　　　6．351　　　　　6．773
6．418　　　　　　6．808　　　　　　7，249
であって，貿易企業総数からすれば，在外事業所のある企業は極めて少数であ
るし，総数内訳から考えれぱ，そして在外事業所のあるメーカー数と商杜数と
を比較すれぱ，貿易活動を行なうメーカーは在外事業所を設置するに商杜より
も積極的だと言い得るだろう・しかし，ここでは在外事業所の数と，その活動
の性質には触れていないことを注意せねぱならない。在外事業所設置企業数を
最近！0年問で比較すれぼ次のとおりである。
（表の9）
商　　　　　杜
メ　ー　　カ　　ー
　小　　　計
な　い　も　の
　合　　　計
昭和31年
　　104
　　25
　　129
　2．826
　2，955
昭和41年
　　294
　　！82
　　476
　6．773
　7，249
　在外事業所の数に関して，総数でこれを見るならぽ次の通りとなり，表の9
とあわせてみると，平均Lて41年度には商杜は1杜あたり4．垂，メーカーは
2，4の事業所を海外に持っことになる。これは在外事業所を持つものについて
だけ考えたぱあいである。
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（表の10）　　在外事業所数
　　　　　　　　　昭和39年
商　　　　　杜　　　　1，222
メ　ー　カ　ー　　　　　　356
そ　　の　　他　　　　　58
昭和40年　　　昭和41年
　1．261　　　　　　　　1．302
　　398　　　　　　441
　　72　　　　　　66
　昭和32年には，統計によれぱ商杜637，事業所，メーカー54，事業所とな
っており，総数に対する比は商杜91．4％，メーカー7．7％である。41年度の
比は，商杜72．O％，メーカー24．3％であるから，メーカーの海外経営は次第
に活発にたっているのだと言えよう。
　しかしながら，海外事業所の活動はどうであろうか。41年についてこれを見
ると表の11のとおりである。
　（表の11）　　　　在外貿易事業所の活動　昭和41年
　　　　　　　事業所数　　従業考　　　取扱額　　　年問営業費
商　　　杜 1．302　　13，981人　　計7，646，268千ドル　148，695千ドル
｛繍麟；：1葬11髪
メーカー　　μ1　7，173　計540．492　60，019
　　　　　　　　　　　｛蛮繍麟溺
表の11によって見るたらぱ，従業員1人当り取扱高および年間費用は下の
とおりとなる。
　　（表刎2）　　　　　　　　敢扱高　　費用
　　派遣従業員1人あたり　　　　商　　杜　　1，667千ドル　　21千ドル
　　　　　　　　　　　　　　　　製造業　　387　　　43
　　派遣従業員および現地雇用者　　商　　杜　　　547　　　　　8．4
　　1人あたり　　　　　　製造業　　76　　　10．6
表の11と12によれぱ，在外事業所に関するかぎり，メーカーの営業成績は
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商杜のそれと比較してネガチブなものである。しかし，従莱老数およびその内
訳を見るとき，これは明らかに商杜の活動とメーカーの活動の間に質の相違が
あることを示めしいているものであることがわかる。
　以上は，貿易業態統計の一部を近年にわたって整理Lてみたものであるが，
その意図はトレーディソグ時代からマーケティソグ時代への変化が貿易の面で
はっきりと認識しうるかどうか明らかにしてみたいというところにあったので
ある。そして，もしメーカーの直貿体制が，貿易マーケティグ化の主要な要素
のひとつであるなら，たしかにマーケティソグ時代は始まっているといえよ
う。しかしメーカー営業部が商杜のトレーディソグ機能に。おきかわることだけ
では，本質的な意味でのマーケテ4ソグ貿易といえるかどうか間題がある。そ
れが本質的な意味を持つものだとLても，本質的なものの一部にすぎないと言
っても良かろう。その限りでは，ここに表われた数字だけでは不満足なもので
ある。それはメーカーの活動の質的な面が評価されなけれぱならないからであ
る。同時に，商杜がその機能をある程度修正しつつあるとすれば1商杜による
貿易の性格の変質も当然考慮せられねばなるまい。商杜の貿易活動のうち，ど
れほどがトレーディソグ的なものであり，どれほどが新らしい貿易流通の体制
に適応したものであるのか。それらの検討なくLては，画時代的な認識は完全
でないとも言えよ㌔しかし，このような配慮に対するもっとも基礎的な資料
とLて，上記のような数字のあることは意味があると思う。
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